
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































(47) 民法（債権法）改正検討委員会編『詳解 債権法改正の基本方針 Ⅱ』（2009年）189頁
【3．1．1．55】。民法改正研究会編『民法改正 国民・法曹・学界有志案』（2009年）193頁も同様
の提案をする。
(48) 金融財政事情研究会編「『民法（債権法関係）の改正に関する中間的な論点整理』に対し
て寄せられた意見の概要」（2012年）3000-3011頁
(49) 法務省ホームページの「法制審議会民法（債権関係）部会第60回会議（平成24年10月23日
開催）」（http://www.moj.go.jp/shingil/shingi04900163.html）の「議事録等」の関係箇所を
参照。
(50) 中間試案の第33不安の抗弁権、商事法務編『民法（債権関係）の改正に関する中間試案の
補足説明』（2013年）388頁以下を参照。
(51) ?中間的な論点整理」のパブリック・コメントでも、解除を認めるべきだとする意見は、
愛知県弁護士会と１弁護士のみであり、圧倒的多数が解除まで認めることに反対している
（3021頁、3026頁）。
(52) 東京地判昭34・６・５下民10巻６号1182頁。売買目的物（真鍮屑）引渡し期日の前日と当
日に買主が真鍮屑の価格下落を理由に、代金減額しなければ代金を払わないと主張したので、
売主が契約を解除し価格下落分を損害賠償請求した事件。売主の解除を認め、約定価格と解除
時価格の差額の賠償請求を認めた。
(53) 学説については、吉川吉樹『履行請求権と損害軽減義務』（2010年）333～348頁の網羅的
な整理を参照。
(54) 民法（債権法）改正検討委員会編・前掲注（47）258頁、【3．1．1．65】?１>?イ>。
(55) 金融財政事情研究会編・前掲注（48）284～289頁。なお、賛成意見の中でも催告の要否に
ついては意見が分かれ、不要とする意見は２、必要とする意見は４、検討すべしとの意見が４
であった。
(56) 中間試案の「第11契約の解除 １債務不履行による契約の解除の要件（民法第541条ほか
関係）」は「民法第541条から第543条までの規律を次のように改めるものとする。」とし、その
（３）で次のように述べる。そこで「上記（２）と同様とする」というのは、「相手方は、債務
者に履行の催告をすることなく、契約の解除をすることができる」という意味である。
?（３）当事者の一方が履行期の前にその債務の履行をする意思がない旨を表示したことその
他の事由により、その当事者の一方が履行期に契約をした目的を達するのに足りる履行をする
早法89巻１号（2013）92
見込みがないことが明白であるときも、上記（２）と同様とするものとする。」
(57) また、この次期の代金債務は普通、次期の給付の履行により発生するとの約定であるか
ら、時間の経過だけでは履行期が到来せず、したがって、両債務の期限到来によって供給者が
同時履行の抗弁権をもつことはない。
(58) 谷口知平＝五十嵐清編『新版注釈民法（13）』584頁（澤井裕＝清水元）。
(59) 東京地判昭58・３・３判時1087号101頁は、継続的売買契約成立後に買主の代金支払能力
の著しい低下など代金回収を実現できない事由があり、かつ、担保提供の要求などを後履行の
買主が拒否する場合には、売主が先履行義務を遅滞しても違法性はないという。
(60) 中田裕康『継続的売買の解消』（1994年）54頁以下など。また、中田裕康・吉田和彦・手
嶋あさみ・馬場純夫・加藤新太郎「?座談会>継続的契約とその解消」判例タイムズ1058号
（2001年）17～20頁（手嶋裁判官）は、相手方の債務不履行、買主の信用不安を「やむを得な
い事由」「契約を継続しがたい重大な事由」の判断の中で考慮しているという。
(61) 神戸地判昭60・８・８判時1168号127頁。発動機会社Yが、造船会社Xから受注したエ
ンジンを、Xの信用不安を理由に納入しなかったため、Xは受注していた船舶を建造できず
倒産。XがYに損害賠償を請求。Xの信用不安はなかったとして請求を認容。Xに信用不安
があればYの賠償責任を否定したという点で、不安の抗弁権を認めている。
(62) 大判大15・11・25民集５巻763頁は、橋建設の請負人Yが熱心でないため竣工期限の完成
が危ぶまれたので、注文者Yが解除して自分の費用で建設し、Yに対し損害賠償を請求した
事案で、履行不能を理由に履行期前の解除を認めた。最近では、名古屋地判平19・３・30升田
純 Lexis判例速報2007.9No. 2365頁が、建物建築請負におけるコンクリート打設の重大な欠
陥等を理由に履行不能による請負人の債務不履行責任を認めている。これらは請負契約である
が、売買では履行行為が引渡しだけなので履行期の前に履行不能と判断することが難しいが、
請負では仕事の引渡し前の仕事懈怠の時点で履行不能と判断できるからであろうか。
(63) 民法631条（使用者が破産した場合には、労働者または破産管財人は解除できる）、642条
（注文者が破産した場合には、請負人または破産管財人は解除できる）、652条（委任者または
受任者が破産したときは委任契約は終了する）。なお、2004年（平16）の改正前の621条は、賃
借人が破産した場合に賃貸人も破産管財人も解約申入れできるとしていた。ちなみに、中国契
約法にはこのような規定はないが、倒産法にあるのであろうか。
(64) 梅仲協『民法要義』中国政法大学出版社（1998年）258頁、史尚寛『債法総論』（1954年）
564頁、蘇俊雄『契約原理及其実用』台湾中華書局、145頁、鄭玉波「論不安抗弁権」鄭玉波
『民商法問題研究』第四冊所載、63頁、68頁、潮見佳男『債権総論』信山社（1994年）102頁。
(65) オーストリア民法典1052条後段は以下のように規定している。「先に給付すべき当事者は、
もし相手方の財産状況が悪化し、給付不能の虞が発生し、しかしこの状況が契約締結時に、過
失に因るに非ずして知らなかったときは、相手方より反対給付につき保証の提出を得るまで、
一時的に給付を中断することができる。」
(66) 王利明＝崔建遠『合同法新論・総則』中国政法大学出版社（2000年）350頁、曹更生＝候
衛国「不安抗弁権的適用条件及効力」人民法院報2001年７月13日、崔建遠『合同法』法律出版
社（2007年）140頁。
(67) 顧昴然「合同的履行」「中華人民共和国合同法立法資料選」法律出版社（1999年）52～53
頁。
(68) 胡康生談話録「合同法草案的焦点問題以及不同意見」『中華人民共和国合同法立法資料選』
研究会報告（小口) 93
法律出版社（1999年）68頁。
(69) 我妻栄『債権各論』（上巻）84頁、清水元「不安の抗弁権」遠藤浩・林良平・水本浩監修
『現代契約法大系』（第２巻）有斐閣（1983年）81頁。
(70) 谷口＝五十嵐・前掲注（58）598～９頁。
(本稿は文部科学省科学研究費（基盤研究 C「中国契約法の理論と裁判例の総合的研究」）に
よる研究成果の一部である。）
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